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前 書 き 

 

 我が国は、世界に先駆け、人口減少社会に突入し、いかにして労働力人口を維持し、

また生産性やイノベーション力を引き上げていけるかどうかが、持続的成長の最大の

課題とされている。 

 この課題を解決するためには、働くことを希望する女性が仕事を持つようになるだ

けでなく、働く女性がその希望に応じ能力を十分に発揮できる働き方を実現できるか

どうかが鍵とされている。近年、我が国において、女性の就業率は上昇を続け、働く

女性は大きく増加したものの、これに比して、企業等において管理的立場に就く女性

の割合は低い等の状況がみられる。 

 こうした課題に早急に対処し、女性活躍の推進の取組を着実に前進させるため、平

成 28 年 4 月、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64

号。以下「女性活躍推進法」という。）が全面施行された。 

 女性活躍推進法では、事業者に、①女性の活躍に関する状況の把握、課題分析、②

状況把握、課題分析を踏まえた数値目標等を定めた行動計画の策定・公表等、③女性

の活躍に関する情報の公表が義務付けられている（常用労働者数 300 人以下の事業者

は努力義務）。なお、女性活躍推進法については、附則に基づき施行 3 年後に見直し

を検討することとされていた（注）。 

 また、国は、女性活躍の推進に関する施策として、事業者に対する助成金等の交付、

普及啓発事業等を行っている。 

 この政策評価は、以上のような状況を踏まえ、女性活躍を更に推進する観点から、

事業者における①女性活躍推進法に基づく取組、②女性活躍の推進に関する取組の実

施状況を把握するとともに、当該取組の効果を検証し、関係行政の今後の在り方の検

討に資するために実施したものである。 

 

（注）女性活躍推進法については、施行 3 年後の見直しの検討が行われた結果、女性活躍推進法に基

づく取組の義務付け範囲の拡大（これまで努力義務とされていた常用労働者数 101 人以上 300 人

以下の事業者に対しても義務付け）などを内容とする「女性活躍推進法等の一部を改正する法律」

（令和元年法律第 24 号）が成立している（令和元年 5月）。 
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